運営規程作成上の留意事項
１　作成義務
  　介護保険サービスを提供する事業者は、各事業種別ごとに運営規程を作成することが義務づけられています。
 (1)　ユニット型指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
　　　「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成25年栃木県条例第16号）第52条
 (2)　指定居宅サービス事業（訪問介護、通所介護、短期入所生活介護等）
   　 「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成25年栃木県条例第14号）
    　第30条　　→　訪問介護
    　第107条　 →　通所介護
    　第164条　→　ユニット型短期入所生活介護            等々
２　規定すべき事項
　　運営規程に定めるべき事項は、各基準条例（指定基準）に定められています。
 (1)　ユニット型指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
    ①　施設の目的及び運営の方針
    ②　従業者の職種、員数及び職務の内容
    ③　入居定員
    ④　ユニットの数及びユニットごとの入居定員
　　⑤　入居者に対する指定介護福祉施設ｻｰﾋﾞｽの内容及び利用料その他の費用の額
    ⑥　施設の利用に当たっての留意事項
    ⑦　非常災害対策
    ⑧　その他施設の運営に関する重要事項
 (2)　指定居宅サービス（訪問介護）
    ①　事業の目的及び運営の方針
    ②　従業者の職種、員数及び職務の内容
    ③　営業日及び営業時間
    ④　指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額
    ⑤　通常の事業の実施地域
    ⑥　緊急時等における対応方法
    ⑦　その他運営に関する重要事項
 (3)　指定居宅サービス（通所介護）
    ①　事業の目的及び運営の方針
    ②　従業者の職種、員数及び職務の内容
    ③　営業日及び営業時間
    ④　指定通所介護の利用定員
    ⑤　指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額
    ⑥　通常の事業の実施地域
    ⑦　サービス利用に当たっての留意事項
    ⑧　緊急時等における対応方法
    ⑨　非常災害対策
    ⑩　その他運営に関する重要事項
 (4)　指定居宅サービス（ユニット型短期入所生活介護）
    ①　事業の目的及び運営の方針
    ②　従業者の職種、員数及び職務の内容
    ③　利用定員
    ④　ユニットの数及びユニットごとの利用定員
　　⑤　指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額
    ⑥　通常の送迎の実施地域
    ⑦　サービス利用に当たっての留意事項
    ⑧　緊急時等における対応方法
    ⑨　非常災害対策
    ⑩　その他運営に関する重要事項
３　作成上の具体的留意事項
 (1)　ユニット型指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
    ③　入居定員
      　指定介護老人福祉施設の事業の専用の居室数と同数とすること。
      　（特別養護老人ホーム設置認可における定員数）
    ④　ユニットの入居定員
１ユニットの入居定員は10人以下とすること。
⑤　入居者に対する指定介護福祉施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額
      　指定介護福祉施設サービスの内容：入居者が、自らの生活様式や生活習慣に沿
って自律的な日常生活を営むことができ
るように、一日の流れの中で行われる支援
の内容を指すものであること。
      　居住費：「居住、滞在及び食事の提供に係る利用料等に関する指針」（平成17年９月７日厚生労働省告示第419号）を参照すること。
その他の費用の額：「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」第47条第３項により徴収が認められている費用の額（理美容代、実費相当分等）
    ⑥　施設の利用に当たっての留意事項
      　入居生活上のルール、設備利用上の留意事項等
    ⑦　非常災害対策
      　入居者の身体的、精神的特性にかんがみ、火災等の非常災害に際して必要な諸設備の整備、具体的計画の策定、避難、救出訓練の実施等、その対策について万全を期さなければならないこと。（具体的計画の策定、避難訓練の実施等→防災規程として別途策定）
⑧　その他施設の運営に関する重要事項
　　当該入居者又は他の入居者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に身体的拘束を行う際の具体的手続について定めておくこと（別に定めることも可）。
 (2)　指定居宅サービス（訪問介護）
    ④　指定訪問介護の内容及び利用料その他の費用の額
        指定訪問介護の内容：身体介護、生活援助、通院等のための乗車又は降車の介
助等のサービスの内容を指す。
        利用料：法定代理受領サービスの場合は利用者の１割負担分（原則）
        その他の費用の額：交通費の額、必要に応じその他のサービスに係る費用の額
    ⑤　通常の事業の実施地域
        客観的にその区域が特定されるものであること。
 (3)　指定居宅サービス（通所介護）
    ④　指定通所介護の利用定員
        当該指定通所介護事業所において同時に指定通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。
    ⑤　指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額
        指定通所介護の内容：入浴、食事の有無等のサービス内容を指す。
        利用料：法定代理受領サービスの場合は利用者の１割負担分（原則）
        その他の費用の額：交通費の額、必要に応じその他のサービスに係る費用の額
    ⑥　通常の事業の実施地域
        客観的にその区域が特定されるものであること。
    ⑦サービス利用に当たっての留意事項
        指定通所介護の提供を受ける際に、利用者側が留意すべき事項（機能訓練室を利用する際の注意事項等）
    ⑨　非常災害対策
      　非常災害に対応するための具体的計画を策定する。（具体的計画の策定、避難訓練の実施等→防災規程として別途策定）
 (4)　指定居宅サービス（短期入所生活介護）
    ③　利用定員
        短期入所生活介護事業の専用居室のベッド数と同数とすること。
    ④　指定短期入所生活介護の内容及び利用料その他の費用の額
        指定短期入所生活介護の内容：送迎の有無を含めたサービスの内容を指す。
        利用料：法定代理受領サービスの場合は利用者の１割負担分（原則）
        その他の費用の額：交通費の額、必要に応じその他のサービスに係る費用の額
    ⑤　通常の送迎の実施地域
        客観的にその区域が特定されるもの。送迎に係る費用の徴収等の目安となるもの。
    ⑥　サービス利用に当たっての留意事項
        指定短期入所生活介護の提供を受ける際に、利用者が留意すべき事項（入所生活上のルール、設備利用上の注意事項等）
    ⑧　非常災害対策
      　非常災害に対応するための具体的計画を策定する。（具体的計画の策定、避難訓練の実施等→防災規程として別途策定）
４　その他
 (1)  別添の「運営規程（作成例）」は、あくまで参考例として作成したものであるので、当該作成例を参考に、実施する事業ごとに各法人の実態に合わせて作成してください。
 (2)  運営規程は、介護保険上のサービス提供事業者として指定を受ける際の指定要件となるので、運営規程上規定すべき事項について、漏れのないように定めてください。
